
【群馬大学】

施 設 名 ：テクノプラザおおた
大学院研究棟・産学研究棟

構造･階数： Ｓ造、地上５階

延床面積 ： ７,４６０㎡

延床面積 ： １,７２０㎡

延床面積 ： ７,１００㎡

使用開始 ： 平成２０年４月

部屋構成
大学院研究棟（大学占有）３,９００㎡（有償）

･･･工学部大学院生産システム工学専攻
及び同学科

産学研究棟（共同利用）３,２００㎡（無償）
･･･共同研究室等産学連携スペース、

セミナー室、
･･･地域交流センター：市民交流スペース

（市民展示室、市民ロビー）

事業によるメリット

事業内容 施設概要

導入のポイント

太田市が新築した施設の一部を、太田キャンパスとして有償借用
・太田市の要望等を受け、新学科（生産システム工学科）の設置を決定。
・太田市がまちづくり交付金（国土交通省）を活用し、（仮称）ものづくり教育研究施設を整備
・群馬大学が工学部の新キャンパスとして施設の一部を有償借用

大 学 ：太田市の配慮により、大学の要望に合致した施設計画にできた
受験生（勤労学生）のニーズに合致した夜間コース
共同研究や受託研究等の増加
太田市との継続的な援助、協力
関係団体（商工会・工業会）からの支援

地方公共団体 ：市の基盤産業である「ものづくり産業」の発展
市の中心市街地の活性化

関係団体･企業：地域産業界に直結した「ものづくり」技術の研究開発
独創性及び創造性を有する生産技術者の育成
上記により、国際競争力のある独自技術をもつ企業の創成

導入できた要因：産(地元ものづくり産業)・官(太田市)・学(工学部)の考えが、同時期に一致したこと。
注意点・工夫点：当初全施設無償借用の計画であったが、地財法の規制により、施設利用者として、適正

な対価での有償借用の計画とする必要があった。

国土交通省
まちづくり交付金：事業費の最大４割を交付
太田市都市再生整備計画（H18.3策定）

太 田 市 群馬大学

太田市都市再生整備計画に本施設の整備を追加 (H18.11変更)
基幹事業：高次都市施設（地域交流センター）
提案事業：地域創造支援事業（ものづくり教育研究施設）

（仮称）ものづくり教育研究施設の整備

※中心市街地活性化のために、教育文化施設（学校、図書館）、
医療施設、社会福祉施設等の整備も対象となりうる。

地域ものづくり教育研究推進協議会

太田市
地域交流センター

（仮称）ものづくり教育研究施設

工学部
太田キャンパス
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①地域人材の育成・雇用機会の創出 参考２

富山県地域医療再生事業補助金により看護学科研究棟を増築

富山大学

施 設 名 看護学科研究棟
構造･階数 ＲＣ造 地上４階 地下１階

延床面積 1,722 ㎡
使用開始 平成23年３月
諸室構成 実習室，研究室，演習室，

講義室等

期待される成果

1. 県内唯一の看護学の高等教育を実施する大学として，地域医療を支
える高度な看護教育・研究活動の強化・充実

2. 地域医療を担う看護職員の育成と資質向上
3. 地域における看護師の定着を推進

導入のポイント

事業内容 施設概要

• 平成22年６月着工
• 平成23年２月完成

• 富山県より看護学科の入学定員20名増の要望

• 「富山県地域医療再生計画」に基づく補助金により大学が施設・設備を整備

• 富山県より寄附講座を受入・設置

• 「富山県地域医療再生計画」【教育機関と連携した看護師確保対
策】として県との包括的連携

・ 施設・設備（物品）
の整備のための
補助金交付

・ 寄附講座設置の
寄附金を拠出

富山県地域医療
再生臨時特例基金

H21年度
地域医療
再生臨時

特例交付金

厚生労働省富山県

１．看護学科の入
学定員20名増

２．看護学科研究
棟の増築、設
備を整備

３．寄附講座を
受入・設置

富山県地域医療
再生事業補助金

看護職員の養成

2

【富山大学】①地域人材の育成・雇用機会の創出



②地域活性化・地域支援の取組
【北海道教育大学】

地方公共団体から補助金を活用しスポーツ棟を整備
・大学，地方公共団体・関係団体，学生から構成される地域密着型ユニオンによる企画・運営

・地域文化の創造・発展・継承に資する地域の「広場」的存在を目指す

施 設 名 スポーツ棟（第３体育館）
構造･階数 鉄筋コンクリート造２階建て

（屋根部分鉄骨造）
延べ面積 ４，４１１㎡
諸室構成 アリーナ（１，６２３㎡）

→バスケット２面，バレー３面，テニス１面，
バドミントン６面，ハンドボール１面

多目的室（３５㎡）４室，
ランニング走路（５１ｍ），
ランニングデッキ（約１８０ｍ）

使用開始 平成２６年 ４ 月

期待される成果

導入のポイント

・地方公共団体（岩見沢市）からの補助金「教育大学岩見沢校体育研究施設整備補助事業」による助成

・「大学」，「地方公共団体・関係団体」，「学生」で構成する地域密着型ユニオンによる，体育研究施設並びに大学が有する諸資源を有
効活用した，音楽，美術，スポーツ文化活動の展開

事業内容 施設概要

・新学科のカリキュラムに対応した本格的なスポーツ教育活動の始動

・学生の競技力向上に向けた練習環境の改善

・市と連携した，市民のスポーツ活動の振興や健康増進への貢献

Iwamizawa Music, Arts & Sports Union

i-masu

施 設 学 生

各種
委員会

教職員

地域住民

【岩見沢校体育研究施設の新営事業】

地方公共団体

（岩見沢市）

事業への
補助金

・学部改組（新学科の
設置）

・実践的な教育
スペースの不足

リージョナルセンター

岩見沢市・関係団体

・新たなスポーツ教育
活動の始動

・体育研究施設の
新営によるスペース
の確保

体育研究施設の新営
・地域文化の創造・発展・継承
・地域の活性化（まちづくり）
・市民の自立的な文化活動の支援
・学生の実践能力の開発

体育研究施設

i-masu

大 学

大学の有する
諸資源

地域密着型
ユニオンによる
施設等の活用

学内予算
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【神戸大学】

国宝重要文化財等保存整備費補助金を活用した登録有形文化財建物の改修整備
・自治体のプロジェクト（文化遺産を活かした観光振興・地域活性化事業）の一端を担い、大学内の文化遺産を活かした観光振興・地域活性化を推進

・公開活用を前提とした保存改修を計画し、大学より自治体を通じ文化庁へ補助金を申請

期待される成果

【大学側】

【自治体側】

導入のポイント

・補助対象は重要文化財等として指定（登録）されている建物のみ。

・補助金の交付申請にあたっては、対象建物を含む「保存活用計画」の策定が必要

・補助率は最大で５０%なので、申請段階で学内経費の確保が必要。

事業内容 施設概要

文化庁

施 設 名 神戸大学人文社会系図書館
構造･階数 ＲＣラーメン造 地上５階建
延べ面積 2,777㎡
諸室構成 閲覧室 書庫 他

改修整備の実施

①3年計画で整備を実施

②公開活用に資する部分の設備等の改修整備：補助金を活用

③老朽劣化等の改善のための改修整備：学内経費

「文化遺産を活かした観光振興・地域活性化事
業」兵庫県・神戸市

補助金申請・交付
「国宝重要文化財等保存整備費補助金」

平成２５年度予定

保存活用計画

文化財建造物の活用計画を

キャンパス全体で策定

神戸大学

・公開に資する改修整備の実施により、建物の公開活用が促進
・貴重な文化資源の魅力を地域社会へ発信できる。

・まちの文化資源の発掘及びそれを活用した観光振興と地域活性化

事業募集・応募

施 設 名 神戸大学兼松記念館
構造･階数 ＲＣラーメン造 地上３階建
延べ面積 2,983㎡
諸室構成 研究室 演習室 他

平成２３年度実施済み

施 設 名 神戸大学本館
構造･階数 ＲＣラーメン造 地上３階建
延べ面積 5,202㎡
諸室構成 講義室 会議室 他

平成２４年度実施済み

保存活用計画

文化財建造物の活用計画を

キャンパス全体で策定

神戸大学

保存活用計画

文化財建造物の活用計画を

キャンパス全体で策定

神戸大学
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②地域活性化・地域支援の取組



【岩手大学】

経済産業省の補助金を活用し、盛岡市が産学官連携支援施設を整備

・盛岡市が経済産業省の補助金を受け、盛岡市産学官連携研究センターを岩手大学構内に建設

・岩手大学の全面的な支援のもと、ベンチャー企業の創出や、中小企業の研究開発拠点(R&Dセンター）として活用

岩手大学 盛岡市

施 設 名 盛岡市産学官連携研究セン
ター

構造･階数 ＲＣ造 地上３階
延床面積 2100㎡
使用開始 平成19年7月(予定)
室 構 成 オフィス１８室、

実験室１６室、会議室３室
創業準備ブース８, 他
（地域連携推進センターと渡
り廊下で接続）

事業によるメリット
・大 学：研究スペースの確保、外部資金の獲得、企業ニーズの把握
・盛岡市：岩手大学の知的資産の活用、ベンチャー企業創出、企業誘致の促進、雇用確保、税収増加

導入に当たってのポイント

• INS（岩手大学情報ネットワークシステム）の互いに顔の見えるネットワークを活用し、関係者
が事前に詳細な打ち合わせや、視察などを行うことにより、ビジョンを共有することが出来た後
に、事業を始めることが出来たこと。

• 岩手大学の持つ優れた産学連携のポテンシャルや実績も、非常に重要なポイントである。

事業内容 施設概要

盛岡市産学官連携研究センター
Collabo MIU

技術相談・共同研究・研究開発部門の入居

地域連携推進センター

学部・大学院・研究セ
ンター等 企業団地

研究開発拠点の立地

大学発ベンチャーの立地

雇用の確保
建設

運営支援

指導・助言

共同研究

学生派遣

プロジェクト
コーディネート

技術移転斡旋
知財管理

誘致企業の増加

県内外企業

研究費・スペース

企業ニーズ

運営全般
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経済産業省
補助金

電源地域新事業支援施設等整備費補助金
補助率：事業経費の１／２以内
対象：①産業集積活性化補助対策

②商業基盤施設等整備
③地域新事業活動基盤施設整備

③産学官連携・地場産業の振興

【北海道大学】

函館市の施設との合築による教育研究施設の整備
・函館市の「産学官交流プラザ」と北海道大学の「マリンサイエンス創造研究棟」を水産学部キャンパス

内に合築整備

・施設を北海道大学と函館市で区分所有し、建設・管理・運営を実施

北海道大学 函館市

マリンサイエンス創成研究
棟の概算要求

「函館国際水産・海洋都市
構想」

「産学官交流プラザ」
(300㎡程度)設置の決定

産学官連携

補助事業に決定

実施計画案提出
区分所有

合 築

期 待

総務省との協議

協 力

協定書の締結
「産学官交流プラザ」
の合築

施 設 名 ﾏﾘﾝｻｲｴﾝｽ創成研究棟／
函館市産学官交流ﾌﾟﾗｻﾞ

構造･階数 ＲＣ造 地上３階
延床面積 ２，３０３㎡

北海道大学 1,921㎡
函館市 382㎡

使用開始 平成1８年３月
屋 構 成 交流プラザ

セミナースペース
事務室
オープンラボ
バイオハザード室
クリーンルーム
リフレッシュスペース

事業によるメリット
・北海道大学：本施設で行う大型プロジェクトや民間企業との独創的な共同研
究により，水産学研究のレベルアップが期待できる。

・函館市：市民一人ひとりの水産・海洋に関する意識を高め「函館国際水産・
海洋都市構想」の核となる施設を整備することにより，地域の活性化を図る。

導入に当たってのポイント
・整備方法及び区分所有や維持管理などについて，自治体との十分な話し合いが必要。

事業内容 施設概要
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③産学官連携・地場産業の振興
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先導的都市環境形成モデル事業（みどり分野）

◆屋上・人工地盤緑化、鉄軌道施設緑化等、都市の環境を改善する、公共・公益的施設や公開性を有す
る施設の緑化に対して、その費用の一部を補助。
○対象地区：「都市の低炭素化の促進に関する法律」の第７条に規定する「低炭素まちづくり計画」の
区域内
○事業主体：地方公共団体、都市再生機構、民間事業者等
○補助率：地方公共団体、都市再生機構・・・1/2（直接補助）

民間事業者等 ・・・1/3（間接補助）

左：植栽基盤に新技術を
活用した壁面緑化

【モデル事業（みどり分野）のイメージ】

右：土木構造物（河川護岸）
の緑化

左：路面電車の軌道敷緑化

中：傾斜屋根の屋上緑化

右：雨水貯留・浸透機能の高い
緑化施設の設置 8
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電源三法交付金制度

主な交付金
安定かつ低廉な電気の供給を確保することは、国民生活の安定や経済活動の発展にとって極めて重要であることから、国は各種の対策を講じていま

すが、そのなかでも特に重要な役割を果たしているのが、昭和49年度に制定されたいわゆる電源三法による交付金制度です。

電源三法とは、「電源開発促進税法」「特別会計に関する法律」「発電用施設周辺地域整備法」を総称するもので、原子力・水力・地熱等の長期固定電
源を重点的に支援し、電源地域の振興、住民福祉等の地域活性化、安全性確保及び環境保全に関する地元理解の増進など、発電用施設の設置及び運
転の円滑化を図るための施策が行われています。
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文化遺産の公開（開かれたキャンパスづくり）に活用できる事業とその事例

文化財建造物等を活用した地域活性化事業

有形文化財の保存整備等

対象施設 補助対象事業
実 施 例

年度 事業者 対 象 内 容

重要文化財建造物
・保存活用計画の策定
・公開活用に資する設備及び付属施設の整備

23－24 熊本大学 旧第五高等中学校本館ほか２棟 保存活用計画の策定

登録有形文化財建造物

・保存活用計画の策定
・公開活用に資する設備及び付属施設の整備
・公開活用の安全性確保に必要な防災設備等

の整備及び耐震対策工事

23－25 神戸大学 神戸大学本館ほか３棟 公開活用のための整備

対象施設 補助対象事業
実 施 例

年度 事業者 対 象 内 容

重要文化財建造物
・修理工事、防災工事、耐震診断及び耐震工事

等

22 岩手大学
岩手大学農学部（旧盛岡高等農林学校）

旧本館
耐震基礎診断

23－24 同 同 耐震対策工事

23－24 山形大学 旧米沢高等工業高校本館 耐震基礎診断

24 奈良女子大学
奈良女子大学（旧奈良女子高等師範学校）旧本

館
耐震基礎診断

25－ 熊本大学 旧第五高等中学校本館ほか２棟 調査工事

登録有形文化財建造物 ・修理のための設計監理費 ― ― ― ―

神戸大学の例

H23年度事業例

兼松記念館：
スロープ設置

H24年度事業例

本館：
エントランスホール照明
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